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美馬市人口ビジョン

Ⅰ はじめに

「美馬市人口ビジョン」は国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン （以下「長」

期ビジョン」という）や県の「とくしま人口ビジョン」を勘案しつつ、国や県から提供

のあったデータなどを十分に活用しながら、本市における人口の現状を分析し、人口に

関する地域住民の認識を共有するとともに、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展

望を提示するものとして策定する。

■人口ビジョンの全体構成
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Ⅱ 美馬市における人口の現状分析

１．人口動向分析

■人口動向分析の概要

● 人口の推移

・総人口は一貫して減少傾向にあり、減少の傾向は全国平均や徳島県平均よりも著

しい。

・生産年齢人口と年少人口の減少、老年人口の増加という傾向にある （1990年に。

老年人口が年少人口を上回っている ）。

・自然減少が拡大基調。人口減少の要因として社会減から自然減にシフトする傾向

にある。

● 人口動態（自然増減）

・死亡数が出生数を上回る自然減が継続している。死亡数が増加傾向にあるのに対

し、出生数は減少傾向にあり自然減少が拡大基調にある。

・合計特殊出生率は国、県と同水準にあるが、近隣市町に比べるとやや低い水準に

ある （20歳代での出生率が高いと合計特殊出生率も高めになる傾向がある ）。 。

・15歳～49歳までの女性の全年齢階級において有配偶率が県、国に比べて高いに

もかかわらず合計特殊出生率は同水準にある。

● 人口動態（社会増減）

・減少幅は小さくなっているものの、15歳～19歳→20歳～24歳の若年層の大幅減が

続いている （若年層の転出数が少なくなるにつれて、Ｕターン等に伴う転入数。

も減少する傾向にある ）。

・転入はつるぎ町ほか本市よりも西部からが多く、転出は徳島市ほか本市よりも東

部へという傾向が強い。

・男性の場合には15～29歳の県内（隣接市町以外）への転出超過が大きい。

・また60～74歳男性の県外からの転入超過がみられる。

・女性の場合には20歳代前半の県外への転出超過が大きい。

● 産業別就業等

・農･林業においては60歳以上の割合が著しく大きい （近い将来担い手不足とな。

ることが予測される ）。

・木屋平地区では農林業・建設業の割合が大きく5割弱を占めており、他地区との

産業人口構成の違いが顕著である。



- 3 -

（１）人口の推移

① 人口推移（年齢３区分別人口）

・総人口は1950年の63,898人をピークに一貫して減少している。

・2040年の将来推計値では、総人口は約2万人となりピーク時の1950年の約3割、

（国・県（1980年の７割弱減）に比べても人1980年に比べても5割以下となる。

口減少の傾向が著しい ）。

・1990年には老年人口が年少人口を上回り高齢化も進展している。

② 人口ピラミッド

（ ） 。・ 高齢化率21％以上 となった2010年において老年人口が31％と既に超高齢社会

・2040年において老年人口は44％となる （特に女性で2040年に逆ピラミッド化が。

著しい ）。
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③ 地区別人口

・国勢調査（小地域集計）をもとに、中学校区別（美馬中学校区は重清･郡里、穴吹

中学校区は穴吹･口山･古宮に細分化）に分析。

⇒ 10地区すべてが減少傾向。

、 、・平成７年を100とした場合の平成22年の値で最も低い地区は 穴吹地区(古宮)で49

以下、木屋平地区が54、穴吹地区(口山)が66となっている。一方、最も高い地区

は三島地区で95である。

・平成22年の高齢化率が最も高い地区は、穴吹地区(古宮)で73.6％、以下、木屋平

地区が51.2％ 穴吹地区(口山)が43.1％ 美馬地区(郡里)が34.2％ 穴吹地区 穴、 、 、 （

吹）が33.8％となっている。一方、平成22年の高齢化率が最も低い地区は、江原

地区で28.2％である。
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【出典】総務省「国勢調査」

【注記】棒グラフ上の数値は総人口。年齢不詳を含むため、年齢３区分別人口の合計とは一致しない

ことがある。

平成7年を100とした場合の平成22年の値

江原地区 脇町地区 岩倉地区 美馬地区(郡里) 美馬地区(重清)

90 87 88 88 88

三島地区 穴吹地区(穴吹) 穴吹地区(口山) 穴吹地区(古宮) 木屋平地区

95 77 66 49 54

高齢化率（平成22年）

江原地区 脇町地区 岩倉地区 美馬地区(郡里) 美馬地区(重清)

28.2％ 29.5％ 31.4％ 34.2％ 30.7％

三島地区 穴吹地区(穴吹) 穴吹地区(口山) 穴吹地区(古宮) 木屋平地区

28.4％ 33.8％ 43.1％ 73.6％ 51.2％
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④ 人口増減（年齢３区分別人口）

・生産年齢人口と年少人口は一貫して減少しており、総人口も減少基調が続いてい

る。

・老年人口は増加傾向にあるが、2025年以降は老年人口も減少基調に入る。

（２）人口の動態（自然増減、社会増減の推移）

① 出生数・死亡数／転入数・転出数

・自然増減については死亡数が出生数を上回る自然減が継続している。死亡数が増

加傾向であるのに対し、出生数は減少傾向にあり にある。自然減少が拡大基調

・社会増減（転入数･転出数）についても転出数が転入数を上回る社会減が継続して

いるが、社会減の人数はほぼ均衡傾向にある。
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② 自然増減･社会増減の推移

人口減少への影響度が社会減から自然・自然減の拡大化、社会減の均衡化に伴い、

している。減へシフト

③ 自然増減･社会増減の推移（5年間）

・自然減、社会減の総人口減領域内で推移している。
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④ 合計特殊出生率と人口推移

・人口は男女とも減少基調が継続する。

・合計特殊出生率は2010年が1.41で、2005年の1.39から微増した （2010年の国。

1.39、徳島県の1.40と同水準である）

⑤ 女性の年齢階級別出生率・合計特殊出生率比較

・全国、県及び隣接市町と比較した場合、合計特殊出生率（2008年～2012年）は全

近隣市町に比べるとやや低国平均よりやや高く、徳島県と同水準にあるものの、

また、年齢階級別では全国平均で30歳代前半に出産のピークがみい水準にある。

、 。られるのに対し 徳島県下では20歳代後半と出産時期のピークがやや早めである

・20歳代の出生率が高いと合計特殊出生率が高い傾向がみられる （東みよし町）。

【出典】厚生労働省「人口動態調査(2008～2012年) 「人口動態保健所･市区町村別統計(2008～2012年)」」
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⑥ 女性の年齢階級別有配偶率の比較

・美馬市は全国平均及び徳島県に比べて全年齢階級において有配偶率は高い傾向に

ある。周辺市町に比べるとほぼ同傾向にある。

有配偶率が県、国に比べて高いにもかかわらず合計特殊出生率が同水準にあるの・

は、出産・子育てにかかわる環境が整っていない可能性が考えられる。

【出典】総務省「国勢調査」､厚生労働省「人口動態調査(2008～2012年)」

（参考）完結出生児数（夫婦の最終的な出生子ども数）

・夫婦の完結出生児数とは、結婚持続期間（結婚からの経過期間）15～19年夫婦の

平均出生子ども数であり、夫婦の最終的な平均出生子ども数とみなされる。

・夫婦の完結出生児数は、戦後大きく低下し、第6回調査で2.20人となった後は第12

回調査まで30年にわたって一定水準で安定。第13回以降は低下し、第14回調査で

は2人を下回った。
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・第7回調査以降、半数を超える夫婦が2人の子どもを生んでいるが、子どもを生ま

なかった夫婦、及び子ども1人の夫婦が増加 （これらを合わせると、第14回調査。

で2人未満がはじめて2割を超えた ）。

・3人以上子どもを生んだ夫婦は減っており、出生子ども数3人の割合は2割を下回っ

た。

⑦ 女性年齢階級別労働力率の推移

・ （いわゆるＭ出産・子育て期にある20歳～39歳における労働力率が相対的に低い

字カーブ 。）

・ （Ｍ経年的推移からは20歳台、30歳台の労働力率の上昇が大きくなってきている

字カーブの底は浅くなりつつある 。50歳台後半の労働力率も上昇傾向にある。）

・20歳～59歳までの労働力率は概ね60％～80％で推移している。

【出典】総務省「国勢調査」
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⑧ 共働き世帯等の割合（推移）

夫婦ともに就業している世帯の割合が最も多いものの、1995年から2010年の15年・

間に53.7％から44.5％へと10ポイント近く下がっている。

・一方、高齢化の影響からか、夫婦ともに非就業の世帯が13.7％から28.5％と15ポ

イント近くも上昇しており、 となる。アクティブシニアの活用も課題

【出典】総務省「国勢調査」

⑨ 年齢階級別純移動数

生産年齢人口（15歳～64歳）の減少が大きく続いている。・

【出典】総務省「住民基本台帳移動報告」
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⑩ 年齢階級別純移動数の時系列分析（男性）

減少幅は小さくなっているものの、15歳～19歳→20歳～24歳の若者層の大幅な減・

少が続いている。

・20歳～24歳→25歳～29歳は、転入超過ではあるが、増加幅は減少傾向にある。

・55～59歳→60～64歳と60～64歳→65～69歳にやや転入超過傾向がみられる。

⑪ 年齢階級別純移動数の時系列分析（女性）

減少幅は小さくなっているものの、15歳～19歳→20歳～24歳の若者層の大幅な減・

少が続いている。

・20歳～24歳→25歳～29歳は、近年転出超過に転じた。

【出典】⑩⑪とも総務省「国勢調査」､総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき国の

まち･ひと･しごと創生本部作成
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（３）地域間人口移動等の状況

① 転入･転出超過者数の内訳

転入はつるぎ町ほか本市よりも西部からが多く、転出は徳島市ほか本市よりも東・

部へという傾向が強い。

・徳島市、吉野川市、阿波市については、転出超過であるが、転入・転出ともに多

い。

・つるぎ町からの転入超過が多い。

2012～2014年転入元別転入者数、転出先別転出者数（合計）

【出典】総務省「住民基本台帳人口移動報告」

転入元 転入数 転出数 転出先 超過

徳島県徳島市 247 358 徳島県徳島市 -111 

徳島県吉野川市 155 203 徳島県吉野川市 -48 

徳島県阿波市 141 200 徳島県阿波市 -59 

徳島県藍住町 38 59 徳島県藍住町 -21 

徳島県鳴門市 32 22 徳島県鳴門市 10

徳島県阿南市 15 37 徳島県阿南市 -22 

徳島県北島町 13 21 徳島県北島町 -8 

徳島県石井町 0 49 徳島県石井町 -49 

徳島県三好市 124 100 徳島県三好市 24

徳島県つるぎ町 192 30 徳島県つるぎ町 162

徳島県東みよし町 95 79 徳島県東みよし町 16

香川県高松市 97 145 香川県高松市 -48 

その他 921 1,140 その他 -219 

転入者合計 2,070 2,443 転出者合計 -373 

美馬市
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② ５歳階級別転入者数

20歳～34歳の年齢層の転入者数が多い。・

男性の場合には県外（東京圏・近畿圏以外）からの転入者数も多い。・

【出典】

国提供データ（総務省「住民基本台帳人口移動報告」を特別集計）

【注記】

美馬市近隣市町:阿波市､吉野川市､つるぎ町､東みよし町､三好市

・女性の場合には県内他市町からの転入者数が多い。

【出典】

国提供データ（総務省「住民基本台帳人口移動報告」を特別集計）

【注記】

美馬市近隣市町:阿波市､吉野川市､つるぎ町､東みよし町､三好市
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③ ５歳階級別転出者数

男性の場合には15～34歳の転出が多く、25～29歳に転出のピークが見られる。・

転出先は15～24歳は県内他市町より県外の方がやや多く、25～39歳では県内他市・

町が多い。

【出典】

国提供データ（総務省「住民基本台帳人口移動報告」を特別集計）

【注記】

美馬市近隣市町:阿波市､吉野川市､つるぎ町､東みよし町､三好市

女性の場合には20～34歳の転出が多く、20～24歳に転出のピークが見られる。・

転出先は20～24歳は県内他市町より県外の方が多く、25～34歳では県内他市町が・

多い。

【出典】

国提供データ（総務省「住民基本台帳人口移動報告」を特別集計）

【注記】

美馬市近隣市町:阿波市､吉野川市､つるぎ町､東みよし町､三好市
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④ ５歳階級別純移動数

15～29歳の県内（隣接市町以外）への転出超過が大きい。・男性の場合には

・60～74歳男性の県外からの転入超過がみられる。

【出典】

国提供データ（総務省「住民基本台帳人口移動報告」を特別集計）

【注記】

美馬市近隣市町:阿波市､吉野川市､つるぎ町､東みよし町､三好市

20歳代前半の県外転出超過が大きい。・女性の場合には

【出典】

国提供データ（総務省「住民基本台帳人口移動報告」を特別集計）

【注記】

美馬市近隣市町:阿波市､吉野川市､つるぎ町､東みよし町､三好市
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⑤ 市外から美馬市への通勤通学者数（2010年）

・市外から美馬市への通勤・通学は、阿波市、吉野川市、つるぎ町の３市町で約70

％を占めている。

⑥ 美馬市から市外への通勤通学者数（2010年）

・美馬市から市外への通勤・通学は、阿波市、吉野川市、つるぎ町の３市町で約50

％を占めている。

・美馬市にとっては、阿波市、吉野川市、つるぎ町に加え、徳島市、三好市の５市

町に対しては流出超過である。
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（４）産業別就業等の状況

① 年齢階級別産業人口（2010年）

農･林業においては60歳以上の割合が著しく大きい。⇒近い将来担い手不足となる・

ことが予測される。

【出典】国提供データ（総務省「国勢調査 ）」

【注記】就業者数500人以上の産業分類（公務除く）

② 旧町村別産業人口（2010年）

木屋平地区では農林業・建設業の割合が大きく5割弱を占めており、他地区との産

業人口構成の違いが顕著である。

【出典】国提供データ（総務省「国勢調査 ）」



- 19 -

③ 男女別産業人口（2010年）

・就業者数からみると、 の順男性では建設業、製造業、卸売業・小売業、農業･林業

に多く、 の順である。女性では医療福祉、製造業、卸売業・小売業、農業・林業

・特化係数（全国を１とした場合の比較）からは、男女ともに複合サービス業（郵

便局や協同組合など 、農業・林業が高いことが分かる。）

【出典】国提供データ（総務省「国勢調査 ）」

④ 雇用吸収産業（2009年）

雇用者数からは病院､各種食料品小売業､老人福祉･介護事業､土木工事業が多いこ・

とが分かる。

・特化係数からは化粧品･歯磨等化粧用調整品製造業、その他の電子部品･デバイス

等製造業、畜産食料品製造業が高く、産業・雇用面から見た美馬市の強みと言え

る。

【出典】総務省「経済センサス基礎調査」

【注記】美馬市における従業者数150人以上の産業分類
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２．将来人口の推計と分析

将来人口の推計と分析（概要）■

●総人口の推計

・人口減少歯止め対策を講じないと、2060年には総人口は2010年の４割程となり、

人口に占める高齢者の割合が約5割の社会となると予測される。

・自然増減、社会増減のどちらにも対策が必要となる。

（１）人口将来推計

① 人口将来推計

2060年に13,174人と大幅な人口減少となる（2010・社人研推計（パターン１）では

年の32,481人の40.6％に減少 。）

・合計特殊出生率が改善する場合のシミュレーション１でも15,986人（2010年の49.

2％に減少 、シミュレーション１に加えて人口移動が均衡するシミュレーション）

２においても20,719人となる（2010年の63.8％に減少 。）
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② 老年人口比率推移

社人研推計（パターン１）では増加基調が継続し、2060年に47.8％と人口の約5割・

することになる。まで増加

・シミュレーション１では2025年以降2045年まで老年人口比率は41％程度で均衡推

移し、2045年以降は減少基調となり2060年に39.4％となる。

・シミュレーション２では2025年にピークに達し、以降は減少基調となり2060年に3

2.1％と、ほぼ2010年と同水準となる。

③ 年齢３区分別人口推移

総人口、年少人口、生産年齢人口は・年齢３区分別での人口推移の予測としては、

、2010年を100とした指数が、2060年には、総人口は41、年少一貫して減少し続け

人口は26、生産年齢人口は32となる。

・老年人口に関しては2020年までは増加基調であるが、以降は減少基調となり2060

年には61となる。
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（２） 自然増減と社会増減の影響度（将来）

・美馬市の自然増減と社会増減の影響度のランクはいずれも３であり、出生率の向

上などの自然増減対策や社会増減対策のどちらの影響度も同程度に重要となる。
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（３）地区別での将来人口推計（社人研推計ベース）

① 2060年の人口増加状況（2010年を100とした場合）

・すべての地区が減少基調となる。

・減少基調が最も緩やかな地区は、三島地区と江原地区であるが、2010年を100とし

た場合の2060年は46となる。

・一方、減少基調が最も厳しい地区は穴吹地区（古宮）であり、2060年は9となる。

【注記】

生残率､純移動率､子ども女性比､0～4歳性比は、美馬市の値を使用､2010年の人口を100とし､

各年の人口を指数化している。

② 地区別将来人口の推計（社人研推計）
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【注記 ・パターン、シミュレーションの条件はP20図表の注記を参照。】

・生残率､純移動率､子ども女性比､0～4歳性比は､美馬市の値を使用。
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③ 2050年の人口増減状況（2010年との比較）

・美馬市においては、増加はみられず、吉野川沿いに「0％以上50％未満減少」がみ

られる。

・美馬地区と脇町地区の北側、穴吹地区の南側に「非居住地化」がみられる。
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３．人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察

■人口の変化が地域の将来に与える影響の分析･考察（概要）

● 人口減少に伴う地域コミュニティの維持困難

・地域コミュニティにおいては、既に 「地域活動を支える人の減少や高齢化」な、

どの課題が顕著であり 「伝統行事や伝統芸能の活動 「運動会や旅行などのレ、 」、

クリエーションの実施」が存続の危機にある状況にある。

・今後の更なる人口減少や高齢化に伴い、集落の維持が困難になる可能性がある。

● 産業の担い手の減少

・生産年齢人口は2040年で半減、2060年には1/3程度となり、地域産業を支える人

材が大幅に減少する。労働力人口の減少により地域経済規模が縮小することで、

生活サービスが低下し、更なる人口流出につながる悪循環を招くことが懸念され

る。

● 集落ネットワーク圏による「小さな拠点」づくり等の必要性

・人口減少に伴い日常生活に必要なサービスが困難となる集落が発生する可能性も

懸念され、廃校校舎等を活用した「小さな拠点」づくりが必要となる。

① 老年人口一人あたりの生産年齢人口の推移

・社人研推計（パターン１）では、2050年に１人を割り（生産年齢人口より老年人

口が多くなる 、2060年には0.95人となる （生産年齢人口の負担が2060年は2010） 。

年の概ね2倍となる ）。

・シミュレーション１では、パターン１のように１人を割ることはないが、2040年

に1.11人となり、その後、回復し2060年には1.21人となる。

・シミュレーション２では、2025年に1.30人となり、以降は微増基調となり2060年

に1.64人となる。
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② 75歳以上人口構成比の推移

・社人研推計（パターン１）では、2035年に約30％となり、2060年には約33％（3人

に1人）となる。

・シミュレーション１では、2035年に28.3％と最も高くなり、2045年以降は約27％

で推移する。

・シミュレーション２では、2035年に25.6％と最も高くなり、以降は減少傾向が続

き2060年に21.2％となる。

・後期高齢者の増加に伴い、医療や健康保険、介護保険に関わる住民負担及び行政

負担の増加が見込まれる。

③ 市民所得と人口の推移

・人口の減少に伴い雇用者報酬は減少している。

・企業所得、財産収入については人口減少と大きな相関は見られないものの、雇用

者報酬、財産収入、企業所得の合算値は減少基調にある。
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④ 年間商品販売額と生産年齢人口の推移

・生産年齢人口は一貫して減少基調にあり、年間商品販売額（小売業）は1994年か

ら2004年までは横ばいであったが、2004年以降急激に落ち込んでいる。

・小売業事業所数も一貫して減少傾向にある。

1997年:597事業所→2002年:537事業所→2007年:447事業所→2012年:306事業所

・地区における生活サービスの維持が困難になることが予測される。

⑤ 生活サービス施設立地可能性

・人口規模が2万人を下回ると小売店舗や医療機関（病院 、福祉施設等の生活関連）

サービス施設や、対企業サービス施設が立地（事業性）する確率が低くなる。

[社人研将来人口推計] 2015年：3万人→2040年：2万人→2060年：1.3万人

美
馬
市
の
規
模
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⑥ 県過疎市町村集落アンケート調査結果（2010年）

地域（集落）で困っていること（課題）としては 「地域で支える人が減少し高・ 、

齢化が進行」が顕著に多く 「地元で働く場所が不足」も約5割に達している。、

・自治会（町内会）活動については「伝統行事や伝統芸能の活動 「運動会や旅行」、

などのレクリエーションの実施」が存続の危機にある。

・特に「運動会や旅行などのレクリエーションの実施」については「過去に実施し

ていたができなくなった」割合が高い。



- 30 -

⑦ 水道使用量と人口の推移

・人口減少基調に伴い、水道使用料も減少している。

⑧ ゴミ収集量と人口の推移

・人口減少基調に伴い、ゴミ収集量も減少している。
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Ⅲ 人口の将来展望

１．将来展望に必要な調査･分析

■「結婚･出産･子育て等」に関するアンケート調査

(1) アンケート調査の概要

対 象 者 市内在住の20歳から39歳の男女各1,000名（無作為抽出）

調査時期 平成27年7月

調査方法 郵送により調査票を配布・回収

調査構成 (1) 性別 (2) 年代

(3) 家族構成 (4) 居住地区

(5) 居住形態 (6) 就業形態

(7) 既婚未婚状況 (8) 結婚意向

(9)-1 希望結婚年齢 (9)-2 理想子ども数

(10) 未婚理由 (11) 相手と知り合った機会

(12) 現在子ども数 (13) 理想子ども数

(14) 理想子ども数妨げ要因(15)-1 理想初産年齢

(15)-2 実際初産年齢 (16) 結婚環境効果的支援

(17) 出産環境効果的支援 (18) 子育て環境効果的支援

(19) 若者定住必要条件 (20)-1 美馬市定住意向

(20)-2 美馬市定住等理由 (21) 自由意見

回 収 数 525

回 収 率 26.3％

(2) 男女別年齢別回収状況
（単位：人）

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 合 計無回答･不明

男 性 37 35 52 71 0 195

女 性 47 71 100 107 1 326

1 1 2 4無回答･不明

合 計 84 106 153 179 3 525

(3) アンケート調査の分析結果（概要）

① 結婚希望は「結婚したいができない 「結婚したくない」が年齢上昇とともに」

増加

「未婚」または「以前、結婚していた」の方の結婚意向は「時期にはとらわれ

ていないがいずれ結婚したい」が50.5%と過半数を占めた。

結婚希望を男女別年代別でみると、男性の「結婚したいができない 「結婚し」

たくない」は、20代が約25%であるのに対し、30代になると約45%となった。一方

女性は 「25～29歳 「30～34歳」が約30%であるのに対し 「35～39歳」になると、 」 、
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約60%と急増した。

② 希望結婚年齢の平均は31.2歳

「未婚」または「以前、結婚していた」の方のうち 「早めに結婚したい 「時、 」

期にはとらわれていないがいずれ結婚したい」方の希望する結婚年齢の平均は31.

2歳となった。男女別では、男性が32.2歳、女性が30.5歳であった。

③ 理想とする子ども数の平均は2.14人

「未婚」または「以前、結婚していた」の方のうち 「早めに結婚したい 「時、 」

期にはとらわれていないがいずれ結婚したい」方の理想とする子どもの数の平均

は2.14人となった。男女別では、男性が2.15人、女性が2.14と差異はなかった。

性別年齢別では、男性が20～24歳：2.13人、25～29歳：2.00人、30～34歳：2.25

、 、 、人 35～39歳：2.33人と35～39歳が最も多いのに対し 女性は20～24歳：2.27人

25～29歳：2.13人、30～34歳：1.94人、35～39歳：1.80人と、年代が上がるにつ

れ、理想とする子どもの数の平均は少なくなった。

④ 未婚理由は「異性にめぐり会う機会（場）がない」が最も多いが、結婚に対す

る否定的な考えも多い

「未婚」または「以前、結婚していた」の方のうち 「結婚したいができない」、

「 」 、 、「 （ ）結婚したくない と回答された方の その理由は 異性にめぐり会う機会 場

がない」が最も多く38.5%であったが、以下は「自由さや気楽さを失いたくない」

が33.8% 「必要性を感じない」が27.7% 「結婚生活に希望を見いだせない」が26.、 、

2%と続いており、結婚に対して否定的な意見が多くみられた。

⑤ 現在の子ども数の平均は1.91人、理想の子ども数の平均は2.51人

「既婚または近々結婚の予定がある」方の現在の子ども数の平均は1.91人、理

想の子ども数の平均は2.51人であった。性別や年代別による傾向はみられなかっ

た。

⑥ 理想子ども数を妨げる要因は「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」など

経済や就労に関する事項が上位

理想子ども数を妨げる要因としては、「子育てや教育にお金がかかりすぎるか

ら」が最も多く62.1%であり、次位と38.5ポイントの差があった。以下 「収入が、

不安定だから」が23.6% 「自分の仕事に差し支えるから」が22.0%などと、経済、

や就労に関する事項が上位を占めた。

⑦ 理想としていた初産年齢の平均は25.3歳、実際の初産年齢の平均は27.0歳

理想としていた初産年齢は 「25歳」が最も多く23.8%と次位と17.2ポイントの、

差があった。以下 「23歳 「26歳 「27歳」が6.6%などであり、平均25.3歳とな、 」 」

った。

実際の初産年齢は 「27歳」が最も多く9.4%、以下 「26歳」と「29歳」が7.4、 、

％などであり、平均27.0歳となった。

⑧ 結婚しやすい、結婚したいと思える環境づくりへの効果的な支援としては「夫

婦がともに働き続けられるような職場環境の充実」が最も多い

結婚しやすい、結婚したいと思える環境づくりへの効果的な支援としては 「夫、
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婦がともに働き続けられるような職場環境の充実」が最も多く44.8%、以下 「結、

婚した方が有利となるような税制や社会保障」が39.6% 「安定した雇用機会の提、

供」が37.1%などであった。

男女別にみて差異が大きい回答としては 「結婚や住宅に対する補助支援制度」、

は男性が女性より12.5ポイント多く37.9%、逆に「女性が働きやすい環境づくり」

は女性が男性より22.4ポイント多く38.3%であった。

⑨ 出産しやすい環境づくりへの効果的な支援としては「妊娠･出産時の経済的負担

の軽減」が最も多い

出産しやすい環境づくりへの効果的な支援としては 「妊娠･出産時の経済的負、

担の軽減」が最も多く59.4%、次いで「産休・育児休暇制度の充実」が52.2%と、

この２つの回答のみ半数を超えた。

「 、 （ ）⑩ 子育てしやすい環境づくりへの支援としては 保育所 幼稚園 認定こども園

の利用料の軽減」が最も多い

子育てしやすい環境づくりへの支援としては 「保育所、幼稚園（認定こども、

園）の利用料の軽減」が最も多く36.2%、以下 「子どもの人数に応じた経済的な、

支援（多子世帯への支援など 」が31.8% 「長時間労働の是正、有給休暇の取得） 、

促進など育児時間の確保」が28.0%などとなった。

男女別では、男性は「子どもの人数に応じた経済的な支援（多子世帯への支援

など 」が11.7ポイント 「育児や住宅に対する資金貸与や補助支援」が8.8ポイ） 、

ント 「企業による子育て世代の働き方に関する支援」が7.5ポイント女性より多、

い。一方、女性は「子どもの遊び場の整備・充実」が7.4ポイント 「放課後児童、

」 、「 」クラブの整備・充実や利用料の軽減 が7.1ポイント 病児・病後児保育の充実

が6.6ポイント男性より多い。

⑪ 若い世代が美馬市で暮らすために必要なこととしては「暮らしを支える『働く

場 」が最も多い』

若い世代が美馬市で暮らすために必要なこととしては「暮らしを支える『働く

場 」が最も多く64.6%と、次位より28ポイント多くなった。以下 「中心市街地』 、

の賑わい」が36.6% 「子どもの夢を実現するための優れた教育環境」が28.2%な、

どとなった。

⑫ 美馬市での定住意向は約４分の３が「住みたい」

美馬市での定住意向は 「どちらかといえば住みたい」が41.0% 「住みたい」、 、

が34.1%と、合わせて75.1%が『住みたい』と回答した。

『住みたい』を男女別にみると 「男性」は83.2% 「女性」は74.8％と女性の、 、

方が8.4ポイント低い。

男女別年代別にみると、男性は、年代が上がるにつれ「住みたい」が増加し、

「どちらかといえば住みたい」が減少する傾向がみられた。女性は、年代が上が

るにつれ『住みたい』が増加する傾向がみられるが 「20～24歳」の『住みたく、

ない（ どちらかといえば住みたくない」+「住みたくない 』は32.6％で、男女「 」）

別年代別では最も多い。
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＜考察１：未婚者の結婚希望割合を高める＞

まち・ひと・しごと創生本部によると、子どもを持ちたいと考える人の希望がか

なった合計特殊出生率（国民希望出生率）は1.8程度と試算されている。

一方、美馬市では1.9程度の試算となる。

希望出生率＝

〔既婚者割合×夫婦の予定子ども数＋未婚者割合×未婚者結婚希望割合

×理想子ども数〕×離別等効果

1.9 ≒ 〔56.4％×2.51人＋41.1％×69.0％×2.14人〕×0.938

「既婚者割合」と「夫婦の予定子ども数」は全国（平成22年出生動向調査結果）

より高いが 「未婚者結婚希望割合」が全国より約20ポイント低いことが、全国と、

あまり差が生じていないことの要因である。

未婚理由（前記の④）では 「自由さや気楽さを失いたくない 「必要性を感じな、 」

い 「結婚生活に希望を見いだせない」などの結婚に対して否定的な意見が多くみ」

られた。

結婚を理想として押しつけることはできないが、結婚に対するイメージ改善や、

既婚者の出産・子育て環境の改善が必要と考えられる。

＜考察２：若年世代の経済的負担の軽減と雇用の安定化＞

前記の⑥及び⑧～⑪を考え合わせると、結婚し、理想の子ども数の出産をかなえ

るためには、出産や子育てに係る経済的負担の軽減と、子育て世代が、夫婦ともに

働くことのできる、安定した雇用、働きやすい職場環境の確保が求められている。
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■ 高校生 進路（進学･就職）に関するアンケート調査

(1) アンケート調査の概要

対 象 者 美馬市及びつるぎ町に所在する高等学校､特別支援学校に

在学する生徒（1～3年生全員）1,388人

調査時期 平成27年7月

調査方法 各学校に調査票の配布を依頼し、郵送等により回収

調査構成 (1) 性別 (2) 居住地域

(3) 学校名･学年 (4) 美馬市の印象とその理由

(5) 進路希望 (6)-1 希望進学先地域

(6)-2 進学先地域選択理由 (6)-3 卒業後の美馬市居住意向

(6)-4 住みたい理由 (6)-5 住まない理由

(7)-1 就職先選択の優先度 (7)-2 希望就職先地域

(7)-3 第１希望選択理由 (7)-4 美馬市を希望しない理由

(7)-5 希望業種 (7)-6 就職先決定重視理由

(7)-7 美馬市居住意向とその理由

(8)-1-1 起業業種 (8)-1-2 起業場所

(8)-1-3 起業場所選択理由 (8)-2 あればよい行政支援

回 収 数 597

回 収 率 43.0％

(2) 居住地別学校別回収状況
（単位：人）

･ 合 計脇 町 穴 吹 つるぎ 無回答池田支援学

高等学校 高等学校 高等学校 不明校美馬分校

1.美馬市 58 123 100 2 283

2.つるぎ町 6 24 28 1 59

3.三好市 13 2 29 44

4.東みよし町 8 2 19 29

5.阿波市 25 14 23 62

6.吉野川市 20 23 33 76

7.1～6以外の県内 24 8 32

8.その他 6 2 8

無回答･不明 2 2 4

合 計 130 220 242 3 2 597

(3) アンケート調査の分析結果（概要）

「美馬市人口ビジョン」策定に直接関係する、美馬市在住の高校生について次の

とおり分析を行った。
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① 美馬市の印象は『好き』が約90%

美馬市の印象について「好き」が39.2% 「まあまあ好き」が50.2%、合わせて8、

9.4%が『好き』と回答している。

② 卒業後の進路は「就職」と「進学」が概ね均衡

卒業後の進路は 就職 福祉サービス事業所利用を含む が50.5% 進学 大、「 （ ）」 、「 （

学・短大・専門学校など 」が47.0%であり、就職が進学を3.5ポイント上回った。）

③ 希望進学先地域は「県外」と「まだ決めていない」が多い

、「 」 、「 （ ）」進学を希望する地域としては 県外 が34.6% まだ決めていない 考え中

が33.8%と概ね同数であり、以下 『県内（ 徳島市」+「徳島市以外の県内市町 』、 「 」

が29.3%となった 『県内』のうち「徳島市」は26.3%であった。。

④ 希望進学先地域の「県外」では「大阪府」が最も多い

進学を希望する地域として「県外」を挙げた者の内訳は「大阪府」が最も多く3

5.9%、以下 「兵庫県」が12.8% 「東京都」が10.3% 「愛媛県」が7.7%などとな、 、 、

った。

⑤ 希望進学先地域の選択理由としては「希望進学学校がある」

、「 」 、希望進学先地域の選択理由としては 希望進学学校がある が最も多く55.6%

以下 「一度、住んでみたい」が15.0% 「魅力あこがれがある」が13.5% 「生活、 、 、

上の利便性が高い」が12.8% 「余暇を楽しめる」が9.8%などとなった。、

２位から５位の回答から“都市生活へのあこがれ”がうかがえる。

⑥ 進学した学校を卒業した後の美馬市への居住意向は『住みたい』が約40%

進学した学校を卒業した後の美馬市への居住意向は 「わからない」が最も多、

く33.1%、以下 「すぐではないが、いつかは住みたい」が27.8% 「住まないつも、 、

り」が27.1% 「是非、住みたい」が12.0%となり 「是非、住みたい」と「すぐで、 、

はないが、いつかは住みたい」を合わせた『住みたい』は39.8%であった。

⑦ 『住みたい』と思った理由は「生まれ育ったふるさとだから」が最も多く、以

下の回答からも美馬市への愛着心が高い

『住みたい』と思った理由は 「生まれ育ったふるさとだから」が最も多く71.、

7%、以下 「親や親戚と一緒に（近くで）暮らしたいから」と「美馬市の自然や、

町並みが好きだから」が35.8% 「住環境が気に入っているから」が20.8%などと、

なり、美馬市への愛着心が高いことがわかる。

⑧ 「住まないつもり」と思った理由は「美馬市や美馬市の近くに希望する就職先

がないから」と「予定している進学先の地域に実家または親戚があるから」が

多い

「住まないつもり」と思った理由は 「美馬市や美馬市の近くに希望する就職、

先がないから」と「予定している進学先の地域に実家または親戚があるから」が

多くともに36.1%、以下 「美馬市に魅力を感じないから」が22.2% 「都市的な住、 、

環境（東京や大阪都心部など）に住みたいから」と「実家を離れたいから」が19.

4%などとなった。
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「 、 」⑨ 就職先を選ぶ際の優先度は 働きたい仕事の内容を優先して 就職先を決める

が最も多い

就職先を選ぶ際の優先度は 「働きたい仕事の内容を優先して、就職先を決め、

る」が最も多く57.3%と、次位と39.8ポイントの差が開いた。以下 「雇用の安定、

（正社員）を優先して、就職先を決める」が17.5% 「会社（事業所）がある場所、

を優先して、就職先を決める」が12.6%などであった。

⑩ 就職を希望する地域の第１希望は「美馬市」

就職を希望する地域としては 「美馬市 「徳島市 「鳴門市 「香川県高松市」、 」 」 」

が上位となった。

しかし、回答者143人中53人(37.1％)は 「決めていない」と回答している。、

（単位：人）

1位 2位 3位

第1希望 徳島県美馬市 18 徳島県徳島市 4 徳島県鳴門市 3

第2希望 徳島県徳島市 5 徳島県美馬市 4 香川県高松市 3

第3希望 徳島県美馬市 3 香川県高松市 2 徳島県徳島市 2

⑪ 第１希望の地域を選んだ理由は「その地域に希望する就職先があるから」

第１希望の地域を選んだ理由は「その地域に希望する就職先があるから」が最

も多く45.5%、以下 「実家から就職先の企業・職場に通勤できるから」が31.8%、、

「自分の出身地だから」が30.3%などとなった。

⑫ 就職を希望する地域に『美馬市』と回答しなかった理由は「希望する就職先が

ない」

就職を希望する地域に『美馬市』と回答しなかった理由は「希望する就職先が

ない」が最も多く50.0%、以下 「親元を離れたい」が22.7% 「ほかの地域を知り、 、

たい」が20.5%などとなった。

⑬ 希望する業種は「製造業」

希望する業種は、第１～３希望までの１位は「製造業」となった。

（単位：人）

1位 2位 3位

第1希望 製造業 58 21 9電気･ガス･熱供給･水道業 医療､福祉(保育所含む)

第2希望 製造業 15 建設業 12 12情報通信業（IT関連)

第3希望 製造業 16 運輸業、郵便業 11 公務 9

⑭ 就職先を決める際に重視する理由は「安定している（将来性がある 」と「自）

分の興味のある仕事である」

就職先を決める際に重視する理由の上位は 「安定している（将来性がある 」、 ）

「自分の興味のある仕事である 「給料が高い 「休日が多い」である。」 」
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（単位：人）

1位 2位 3位

第1希望 40 給料が高い 17安定している 将来性がある（ ）

40自分の興味のある仕事である

第2希望 給料が高い 27 25 19安定している 将来性がある 自分の興味のある仕事である（ ）

第3希望 19 給料が高い 17 13安定している 将来性がある 自分の興味のある仕事である（ ）

第4希望 給料が高い 19 休みが取りやすい 13 11自分の興味のある仕事である

休日が多い 11

第5希望 休日が多い 19 13 給料が高い 12実家から通うことができる

⑮ 美馬市で希望している仕事ができるとなった場合の美馬市での居住意向は「住

みたい」が約75％

美馬市で希望している仕事ができるとなった場合の美馬市での居住意向は「住

みたい」が75.5% 「住みたくない」が16.1%であった。、

＜考察３：若年世代の美馬市定住のためには安定した雇用の場の確保が必要＞

⑧⑪⑫の回答などから 進学希望者の進学後の就職先や 就職希望者の就職先の所、 、

在地を 「居住地」として選ぶ傾向がみられることから、若年世代の美馬市における、

おける定住を増やすためには、美馬市内における雇用の場の確保が必要である。

また、⑭から、雇用の場の確保にあたっては 安定し 一定の所得が見込まれ か、 、 、

つ業種や職種の選択の幅が必要と考えられる。

＜考察４：愛着心の醸成、そのための自然やまちなみの保全などが必要＞

、『 』 （ 、⑦の回答から 住みたい 理由として美馬市への愛着心に関わる事項 ふるさと

自然やまちなみ、住環境）が選ばれており、若年世代の定住のためには、引き続き、

自然環境やまちなみの保全、良好な住環境の維持が必要と考えられる。
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■ 「転出」に関するアンケート調査

(1) アンケート調査の概要

対 象 者 平成27年3月から5月に美馬市から市外へ転出した人 263人

調査時期 平成27年7月

調査方法 郵送により調査票を配布・回収

調査構成 (1) 性別 (2) 年代

(3) 全員の性別年代人数 (4) 居住歴

(5) 居住地区 (6) 転出先

(7) 転出のきっかけ (8) 新居を決めた際重視した点

(9) 住みやすいと思った点 (10) 住みにくいと思った点

(11) 美馬市居住の満足度 (12)-1 Ｕターン意向

(12)-2 Ｕターン可否理由

回 収 数 82

回 収 率 31.2％

(2) アンケート調査の分析結果（概要）

① 転出された方の年代は、男性、女性とも「20歳代」が多い

転出された方の性別と年代をみると 「20歳代の女性」が最も多く23人、以下、、

「20歳代の男性」が17人 「30歳代の女性」が12人などとなった。、

② 転出された方の世帯構成別では「20歳代・女性」の単身世帯が多い

転出された方の世帯構成別をみると 「20歳代・女性の単身世帯」が最も多く、

、 、「 」 、「 」15世帯 以下 20歳代・男性の単身世帯 が14世帯 30歳代・女性の単身世帯

が7世帯 「20歳代・女性の2人世帯」が6世帯などとなった。、

③ 転出された方（回答者）の居住歴は15～20年未満が多い

転出された方（回答者）の居住歴は「15～20年未満」が最も多く28.0%、以下、

「5年未満」が20.7% 「20～25年未満」が15.9%などとなった。、

なお 「5年未満」の内「3～4年未満」が76.5%であった。、

④ 転出された方が居住されていた地区は「脇町（脇町地区 」が多い）

転出された方が居住されていた地区は 「脇町（脇町地区 」が最も多く40.2%、、 ）

、「 （ ）」 、「 （ ）」 「 （ ）」以下 江原南 脇町地区 が13.4% 岩倉 脇町地区 と 三島 穴吹地区

と「穴吹（穴吹地区 」が各々8.5%などとなった。）

⑤ 転出先の市区町村は「徳島県徳島市」が多い

「 」 、 、「 」転出先の市区町村は 徳島県徳島市 が最も多く18.3% 以下 香川県高松市

と「高知県高知市」と「徳島県吉野川市」が各々4.9%などとなった。

なお、都道府県別にみると 「徳島県」が最も多く34.1%、以下 「香川県」が1、 、

1.0% 「大阪府」が9.8% 「岡山県」が8.5%などとなった。、 、

⑥ 転出のきっかけは「あなた（夫婦）の仕事の都合」が最も多い

転出のきっかけは あなた 夫婦 の仕事の都合 が最も多く57.3% 以下 結「 （ ） 」 、 、「

婚のため」が18.3% 「あなたの学校の都合」が7.3%などとなった。、
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⑦ 新居を決めた際に重視した点は「職場が近くにある」が最も多い

新居を決めた際に重視した点は「職場が近くにある」が最も多く47.6%、以下、

「交通の便がよい」と「買い物が便利」が各々35.4%などとなった。

⑧ 美馬市を『住みやすい』と思った点は「町並みや自然環境がよい」が最も多い

美馬市を『住みやすい』と思った点は「町並みや自然環境がよい」が最も多く4

6.3%、以下 「治安がよい」が36.6% 「買い物が便利である」が25.6%などとなっ、 、

た。

⑨ 美馬市を『住みにくい』と思った点は「交通が不便である」が最も多い

美馬市を『住みにくい』と思った点は「交通が不便である」が最も多く61.0%、

以下 「買い物が不便である」が34.1% 「娯楽施設が近くにない」が32.9%などと、 、

なった。

⑩ 美馬市の居住満足度は『満足』が約77%

美馬市の居住満足度は 「満足」が47.6% 「どちらかと言えば満足」が29.3%、、 、

「どちらかと言えば不満足」が17.1% 「不満足」が4.9%となった。、

⑪ 機会があれば美馬市にもう一度住みたいかという問いに対し「住みたい」が約

74%

機会があれば美馬市にもう一度住みたいかという問いに対し「住みたい」が約

74.4% 「住みたくない」が22.0％となった。、

＜考察５：若年女性の就労の場の確保が必要＞

転出者に若年女性の単身者が多く、その転出理由が仕事（就職）の都合である。

一方、美馬市に対しては、居住満足度が高く、機会があれば美馬市にもう一度住

みたい意向も高いことから、若年女性の転出を抑制するためには、若年女性の就労

の場の確保が必要と思われる。
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■ 転入状況アンケート調査

(1) アンケート調査の概要

対 象 者 平成27年4月から6月に市外から美馬市へ転入した人

調査時期 平成27年7月

調査方法 市民･人権課等の窓口において転入届提出者に記入を依頼

調査構成 (1) 転入のきっかけ (2) 転入先に選んだ理由

(3) 転入前の住所 (4) 転入の状況

(5) 転入者の性別と年代

回 収 数 16

※ 平成27.3.9徳島県政策創造部地域振興局長通知（ 転入状況アンケートの実施「

について （依頼 ）に基づく調査」 ）

(2) アンケート調査の分析結果（概要）

① 転入（移住）のきっかけは「転勤等（勤め先の都合 」が最も多い）

転入（移住）のきっかけは「転勤等（勤め先の都合 」が最も多く31.3%、次い）

で「起業・転職・就職・転勤（自分の希望）等」が25.0%などとなった。

② 転入（移住）先に選んだ理由は「両親や祖父母がいる(介護等)」が最も多い

転入（移住）先に選んだ理由は「両親や祖父母がいる(介護等)」が最も多く、

43.8%、以下 「その他」が12.5% 「自然環境」が6.3% 「子育て環境」が6.3%な、 、 、

どとなった。

③ 転入前の住所は「県外」と「県内」が半々

転入前の住所は 「県内」と「県外」が共に43.8%であった。、

、 「 」 、「 」 、「 」転入前の住所の内 県内は 徳島市 が28.6% 吉野川市 が28.6% 三好市

と「つるぎ町」と「佐那河内村」が各々14.3%となった。

転入前の住所の内、県外は「大阪府」が42.9% 「香川県」が42.9% 「愛知県」、 、

が14.3%となった。

④ 転入の状況は「Ｕターン」が約63%を占めた

転入の状況は「Ｕターン」が62.5% 「Ｉ・Ｊターン」が18.8%となった。、

⑤ 男女別年代別の転入者数は「20歳代男性」と「20歳代女性」が最も多い

男女別年代別の転入者数は「20歳代男性」と「20歳代女性」が最も多く18.8%、

次いで 「50歳代男性」と「20歳未満女性」と「50歳代女性」が各々12.5%となっ

た。

⑥ 世帯構成別の転入者数は「20歳代女性(単身者)」が最も多い

世帯構成別の転入者数は「20歳代女性(単身者)」が最も多く18.8%、以下 「50、

歳代男性(単身者)」と「20歳代男性(単身者)」が共に12.5%などとなった。
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２．目指すべき将来の方向と人口の将来展望

（１）目指すべき将来の方向

❶ 雇用の創出と所得の増加 人口減少に歯止めをかける前提条件

大塚製薬(株)の工場立地などの機会が活かされ、かつ、豊かな地域資源の

活用により､製造業や農･林業 観光業等の基盤産業において雇用が創出され､、

所得が増加する

小売業や対個人サービス業など、非基盤産業の雇用が創出され、所得が増

加する

総務省統計局ホームページの「地域の産業・雇用創造チャート『地域産業構造の見

方、捉え方 （中村良平・岡山大学大学院･経済学部教授 」によると 「基盤産業が非』 ） 、

基盤産業を牽引する 「地域の人口は基盤産業の規模に応じたものとなる」とされ、」

域外を主たる販売市場とする製造業や農･林業、観光業などの基盤産業が、域内を主た

る販売市場とする小売業や対個人サービス業などの非基盤産業を牽引することが指摘

されている。

そこで、本市においては、大塚製薬(株)の工場立地やパナソニックヘルスケア(株)

の生産拠点集約等により製造業において雇用が創出され、農･林業や観光業等を含めた

基盤産業の雇用創出が、小売業や対個人サービス業などの非基盤産業の雇用創出につ

ながる。

社会増減の均衡❷ 若い世代の地元定着と中･高年齢層の「ふるさと回帰」

若い世代の転出抑制や転入促進、中･高年齢層の「ふるさと回帰」などで

新たな「ひと」の流れができる

本市の人口減少の大きな要因が、若い世代の転出超過にある。そこで、若い世代の

転出機会である「進学 「就職 「結婚」をターゲットにした転出抑制や、子育て世代」 」

に選ばれる教育環境の充実による転入促進、中･高年齢層のふるさと回帰策（ 美馬市「

版ＣＣＲＣ」など）を講じることで、あらゆる世代で本市への新しい「ひと」の流れ

ができる。

自然減の抑制❸ 若い世代の将来への希望と出生率の向上

若い世代が将来に希望を持てるようになり、結婚･出産･子育ての環境が整

えば出生率が向上する

安定した雇用の確保をはじめ、若い世代が将来に希望を持ち、安心して家庭を築く

ことのできる地域社会を実現することで、出産や子育ての希望がかなえられ、出生率

が向上する。
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若い世代の定着による地域経済の活性化❹

若い世代が地域に定着すると、地域経済が活性化する

消費の旺盛な子育て世代など若い世代が地域に定着すると経済活動が活性化し、新

⇒ 地域経済の好循環たな雇用創出や所得の向上につながる。

（２）人口の将来展望

「美馬市人口ビジョン」の計画期間は、国の「長期ビジョン 「とくしま人口ビジ」、

ョン」の期間と同様2060年までとし、これら長期（人口）ビジョンや、これまでの人

口の現状分析、アンケート調査等の分析結果を踏まえた、本市における人口の将来展

望は次のとおりである。

美馬市人口の将来展望

2020年以降転入数と転出数が均衡するとともに、合計特殊出生率が上昇

（2025年：1.8，2030年以降：2.1）する。

（参考1）国「長期ビジョン」の目標設定

2060年に１億人程度の人口を確保する。

（出生率の上昇による2030年：1.8→2040年：2.07）

⇒長期的には9,000万人程度で安定的に推移

12,000人

14,000人

16,000人

18,000人

20,000人

22,000人

24,000人

26,000人

28,000人

30,000人

32,000人

34,000人

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計準拠 将来展望

29,500人程度

20,000人程度

ギャップ①

ギャップ②
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（参考2 「とくしま人口ビジョン」の目標設定）

人口減少のスピードに歯止めをかけ、2060年に60～65万人超を確保

する。

（参考3）県「～にし阿波振興計画～･行動計画【平成27年度～平成30年度 」】

※美馬市､つるぎ町､三好市､東みよし町の2市2町【にし阿波 の目標】※

2060年に「約5万3千～6万人」を確保する。

〈人口の将来展望に向けた試算〉

（将来展望 29,500人－社人研推計 28,178人）◎ ギャップ①：2020年 1,322人

（将来展望 20,000人程度－社人研推計準拠 13,174人）◎ ギャップ②：2060年 約6,800人

社会増減の均衡

基盤産業における雇用創出 ：2020年 250人 2060年 400人※１

・2020年：地域の人口 250人×5 =1,250人※２

・2060年：地域の人口 400人×13 =5,200人

※1 雇用創出の内訳：製造業200人、農･林業25人、観光業等25人

※2 「地域産業構造の見方、捉え方」では次のとおり説明されているが、基盤産業の雇用創出が

非基盤産業の雇用創出へ波及することには時間を要すると考えられるため、2020年段階では

割落とした （13→5）。

○ 地域全体の従業者数は基盤部門従業者数にほぼ比例します

地域全体の従業者数＝基盤部門従業者数×6.5

○ 従業者1人は平均して2人の生活を支えています

地域の人口＝地域全体の従業者数×2

以上を踏まえると

地域の人口＝［基盤部門の従業者数］×13

基盤産業の充実を､非基盤産業の雇用創出により確実につなげるため､「進学」

「就職 「結婚」をターゲットにした若い世代の転出抑制や､教育環境の充実を」

通じた子育て世代の転入促進、ＵＩＪターンの促進などに取り組む。

＋

中･高年齢層の「ふるさと回帰」による転入増加を図る。
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自然減の抑制

1.41○ 合計特殊出生率(現状)：

（例）･15歳～49歳の女性10人のうち､7人が2人の子どもを産む計算

･15歳～49歳の女性10人のうち､6人が1人の､4人が2人の子どもを産む計算

（参考）美馬市希望出生率:1.9○ 合計特殊出生率(2025年の目標)：1.8

2.1○ 合計特殊出生率(2030年以降の目標)：

（例 ・15歳～49歳の女性10人のうち､7人が3人の子どもを産む計算）

15歳～49歳の女性10人のうち､9人が2人の､1人が3人の子どもを産む計算・

出生率目標のイメージ

1.41 1.41

2.1 2.1
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0.3

0.3
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2010年（現状） 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

出生率の目標イメージ

15～49歳の女性の1割が

現状より1人多く出産する 1.8

2.1

1.5

15～49歳の女性の3割が現状より1人多く出産する
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